
（令和４年３月末時点）

№ 補助/
単独

事業の区分
経済対策
との関係

事業名
【所管課】

事業期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要
①目的・効果　　　　②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）　　
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業の評価・効果検
証

今後の取組

開始
R3.4

終了
R4.3

PCR検査キット ＠                  2,000 円 ×     3,000 × 1.1 ＝         6,600,000 円
郵送料 ＠                  398 円 × 73 × 1.1 ＝              29,054 円
PCR検査キット ＠               2,800 円 × 300 × 1.1 ＝            924,000 円

        7,553,054 円

開始
R3.4

終了
R3.12

自宅待機応援パック ＠                  4,456 円 ×          17 × 1.1 ＝              83,327 円

             83,327 円
開始

R3.4
終了

R3.９

補助金 ＠      71,948,000 円 ＝       71,948,000 円
郵送料 ＠  6,120,948 円 ＝         6,120,948 円
印刷製本 ＠           539,825 円 ＝            539,825 円
消耗品 ＠           109,560 円 ＝            109,560 円
振込手数料 ＠             43,527 円 ＝              43,527 円

      78,761,860 円

開始
R3.5

終了
R3.9

補助金 ＠        1,523,000 円 ＝         1,523,000 円
郵送料 ＠               3,360 円 ＝                3,360 円
振込手数料 ＠               2,772 円 ＝                2,772 円

        1,529,132 円

　　　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　（令和３年度事業）　　　　事業実施状況及び効果検証に関する資料

事業の実施状況

合計

合計

(クーポン換金分)
（クーポン券・参加店舗周知）

（クーポン券・参加店舗ポスター）

（クーポン券発送用封筒）

（店舗換金分）

合計

(４２事業者分)

(交付決定送付)

(４２件)

合計

1 単 通常事業

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

PCR検査キッ
ト配布事業
【総務課】

①新型コロナウイルスの感染の早期発見により、感染拡大を
防止するため、PCR検査キットの配布を行う。また、本事業に
より、健康管理や感染予防についての意識を高める。
②対象者に配布する検査キット購入費、周知用経費を交付
対象経費とする。
③ＰＣＲ検査キット購入　7,524千円
　＠2,000円×3,000個×1.1＝6,600,000円
　＠2,800円×300個×1.1＝924,000円
　郵送料　　35千円
④飲食店、酒類販売事業、宿泊事業、宿泊施設の清掃業務
等、福祉施設等、マッサージ業、理美容業に従事されている
方で検査キットの配布を希望する方

・令和3年4月5日　GW前までに検査結果がわかるようにPCR検査キット配布の案
内を事業者に対して通知。約１，５００個の検査キットを配布。高リスクの報告は
なし。
・令和3年6月23日　夏休みや観光シーズンといった人の流れが多くなる時期まで
に検査結果がわかるようにPCR検査キット配布の案内を事業者に対して通知。
約６００個の検査キットを配布。高リスクの報告はなし。
・令和3年12月1日　夏年度末やスキーシーズンといった人の流れが多くなる時期
までに検査結果がわかるようにPCR検査キット配布の案内を事業者に対して通
知。８４０個の検査キットを配布。高リスクの報告はなし。

対象事業者からの申請
に基づいて配布したが、
当初の予算を超える申
請があり、補正予算によ
り追加購入したため、需
要は高いものであったと
思われる。高リスクの報
告は幸いなことになかっ
たが、事業者からは、店
が安心である証明にな
る等の声が聞けた。

令和３年度はPCR検
査キットの配布を行っ
たが、令和４年度は抗
原検査キットを同様
に、配布する。

2 単 通常事業

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

自宅待機応援
パック事業
【総務課】

①新型コロナウイルス感染拡大防止のため、新型コロナウイ
ルスの陽性者等で、保健所から自宅待機の要請を受けてい
る方に対して、食料品を詰め合わせた「自宅待機応援パック」
を自宅へ届ける。
②対象者に配付する「自宅待機応援パック」購入費を交付対
象経費とする。
③自宅応援パック（３日分の食料品）　1,350千円
　＠4,500円（税込）×300パック＝1,350,000円
④町内居住者（一時滞在者含む。）で、
・保健所でＰＣＲ検査を受け、結果待ちの間に食料の確保が
困難で、本事業を希望する方
・保健所または町内医療機関で検査を受け、検査の結果、陽
性が確認され、入院先または宿泊療養施設への調整期間に
食料の確保が困難で、本事業を希望する方
※自宅待機を要請されていない同居者がいる場合は除く。

令和３年４月１４日から事業開始。町内業者２店舗と単価契約を行い、保健
所及び医療機関に自宅待機応援パックの配布を希望する方への案内を設
置し、希望者からの連絡により、配布を行った。12月末において、１５件の
配布実績。購入実績は17件。

食料の確保が困難な
方に対して配食を行
い、利用者からの感謝
の声もあった為、１月
以降も引き続き行っ
た。

感謝の声をいただい
た事や町内での感染
者の増加により希望
者も増えることが想定
されるため、今後も引
き続き事業の継続を
する。

3 単 通常事業

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

地元のお店応
援クーポン券
発行事業
【観光商工課】

①令和２年度に実施し、利用率９７％と一定の事業者支援効果が
認められた事業の第２弾を実施し、再び地域経済の活性化を促
す。
②町内の登録店舗で利用できるクーポン券を町民一人当たり
5,000円分（500円×10枚）発行する経費等を交付対象経費とす
る。
③クーポン発行事業交付金　71,950千円　（5千円×14,390人）
　郵送料　6,200千円　
    クーポン券郵送（@404円×15,100人＋再送分）
　　事業者通知等郵送(@84円+＠140円）×約230通
　印刷製本費　570千円
　　 クーポン券印刷　570千円
　消耗品費　 120千円（クーポン券発送用封筒） 
　振込手数料　60千円（＠100円×600件）
④全町民　15,100人、町内の事業者　約200事業者

・令和３年６月２１日～９月３０日の期間で事業を実施
・クーポン券配布数14,655人　146,550枚（73,275,000円分）
・クーポン券利用数143,896枚（71,948,000円分）
・参加店舗数２４６店舗

令和２年度、令和３年
度と２年連続で事業を
行ったが、利用率が９
０％台後半と非常に高
く、7,000万円あまりの
経済効果が認められ、
客足の回復にも寄与
する点からコロナ経済
対策として有効な手段
であると認識する。

コロナ感染防止対策
を店側、利用者側双
方で実施しながら、経
済活動を正常に戻す
ために有効な一手段
であることから、その
他の手段また財源面
等考慮した中で実施
について模索してい
く。

4 単 通常事業

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

感染予防対策
備品購入補助
事業
【観光商工課】

①町内事業者の感染予防対策をより強固なものとし、従業員
及び来客の安全確保、町内における感染拡大防止に資する
為、対象事業者が新たに導入する感染予防対策備品の購入
費の一部を助成する。
②令和３年５月～７月中に町内の事業所、店舗において使用
することを目的に新たに購入した感染予防対策に資すると認
められる備品購入費の一部を助成する経費（１事業者につき
補助対象経費の1/2、上限50千円）を交付対象経費とする。
③感染予防対策備品購入補助金　3,510千円
　　（50千円×70件相当）
　郵送料　10千円（＠94円×100件）
　振込手数料　10千円（＠100円×100件）
④下記要件をいずれも満たす事業者
　・町内に本店を置く事業者（個人事業主含む）
　・町内の事業所、店舗において感染予防対策に取り組む事
業者

・令和３年５月２４日～８月３１日の期間で事業者より補助金申請を受
付
・令和３年９月１４日までに事業者に補助金を交付　
      交付件数：４２事業者　1,523千円

感染予防対策備品の
購入費の一部を助成
することにより、当該備
品の整備を促進させ、
町内におけるコロナ感
染拡大防止また町内
事業者のコロナ対策の
充実が図られた。

今後も引き続き、事業
者側の感染予防対策
が求められることが予
想されるため、消毒液
などの消耗品の負担
を軽減する補助制度
の実施などを視野に
入れていく。
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№ 補助/
単独

事業の区分
経済対策
との関係

事業名
【所管課】

事業期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要
①目的・効果　　　　②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）　　
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業の評価・効果検
証

今後の取組事業の実施状況

開始

R3.4
終了

R4.3

補助金 ＠              853,000 円 ＝            853,000 円

           853,000 円
開始

R3.5
終了

R4.3

                      - 円

開始

R3.5
終了

R4.3

補助金 ＠        1,959,000 円 ＝         1,959,000 円

        1,959,000 円

開始
R3.4

終了
R3.11

補助金 ＠             50,000 円 ×        244 × ＝       12,200,000 円
郵送料 ＠             21,000 円 ＝              21,000 円
振込手数料 ＠             13,662 円 ＝              13,662 円

      12,234,662 円

(６件)

合計

合計

(１３事業者分)

合計

(交付決定送付)

合計

・令和３年５月２５日～令和４年３月１５日の期間で事業者より補助金
申請を受付
・交付件数：0件

・令和３年５月２５日～令和４年３月１５日の期間で事業者より補助金
申請を受付
・令和４年３月２２日までに事業者に補助金を交付
・交付件数：１３事業者　1,959千円

5 単 通常事業
①-Ⅱ-２．資
金繰り対策

倶知安町新型
コロナウィル
ス対策信用保
証料助成事業
【観光商工課】

①新型コロナウイルス感染症の影響を受け、北海道信用保
証協会の保証により融資を受けた町内の事業者に、信用保
証料の一定額について助成することで、事業者を支援する。
②当該融資に係る信用保証料を25万円を上限として助成す
る経費を交付対象経費とする。
③信用保証料助成金　5,000千円
　　　（助成上限額25万円×20事業者）
（※）政府系金融機関（日本政策金融公庫）以外から融資を
受ける際に負担する信用保証料
④新型コロナウイルスの影響により「セーフティネット（SN）保
証４号」、「SN保証５号」または「危機関連保証」の認定を受け
たうえで令和３年４月から令和４年２月までに融資を受け、そ
の際信用保証料を北海道保証協会へ納付した町内の中小
企業者等(個人事業主含む。)

・令和３年４月１日～令和４年２月２８日に融資実行された借入に係る
信用保証料の助成を実施
・助成件数：６件　853千円

・事業者にとって大き
な負担となる融資の際
に支払った信用保証
料の一定額について
助成を実施した。
・コロナ禍で厳しい状
況に置かれている資
金融資を受ける事業
者の負担軽減につな
がった。

セーフティネット認定
状況等を考慮し、継続
実施が必要か判断す
る。

6 単 通常事業

②-Ⅱ-３．中
小・小規模事
業者の経営転
換や企業の事
業再構築等の

支援

事業再構築サ
ポート補助事
業
【観光商工課】

①ウィズコロナ・アフターコロナ時代の経済社会の変化に対
応するための企業による新分野展開や業態・業種転換など
の思い切った事業の再構築を支援する経済産業省の補助制
度である「事業再構築補助金」の自己負担分の一部について
助成を行い、コロナ後を見据え積極的な事業展開を行う事業
者を支援する。
②事業再構築補助金対象経費のうちの自己負担額の1/2、
上限1,000千円を補助する経費を交付対象経費とする。
③事業再構築サポート補助金　5,000千円
　　（1,000千円×5件相当）
④国の事業再構築補助金の交付決定を受けた町内に本店を
置く事業者（個人事業主含む。）

対象とする補助制度で
ある「事業再構築補助
金」の本町事業者の採
択件数は５件であった
が、いずれも年度内で
の事業完了には至ら
ず、交付実績はなかっ
た。

令和４年度は、採択を
受け事業を完了する
事業者がいると見込
まれることから継続し
て実施する。

7 単 通常事業

②-Ⅱ-３．中
小・小規模事
業者の経営転
換や企業の事
業再構築等の

支援

小規模事業者
持続化サポー
ト補助事業
【観光商工課】

①販路開拓や生産性を向上させる取組、またポストコロナ社
会に対応したビジネスモデルへの転換に資する取組や感染
防止対策を支援する経済産業省の補助制度である「小規模
事業者持続化補助金」の自己負担分の一部について助成を
行い、コロナ後を見据え前向きな事業展開を行う事業者を支
援する。
②小規模事業者持続化補助金対象経費のうちの自己負担
額の1/2、上限250千円を補助する経費を交付対象経費とす
る。
③小規模事業者持続化サポート補助金　3,750千円
　　（250千円×15件相当）
④国の小規模事業者持続化補助金の交付決定を受けた町
内に本店を置く事業者（個人事業主含む。）

コロナ後を見据え前向
きな事業展開を行う事
業者を支援することを
通じて、事業者の負担
の軽減につながった。

令和４年度も継続して
実施する。

8 単 通常事業

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

くっちゃん経
営持続化支援
金事業
【観光商工課】

①新型コロナウイルスにより経営に影響を受けている町
内の事業者を直接的に支援するため、、国の「一時支援
金」、北海道の「特別支援金」受給者を対象に上乗せ支
援を行う。
②国の「一時支援金」、北海道の「特別支援金」の受給者
に50千円を支給する経費を交付対象経費とする。
③くっちゃん経営持続化支援金　13,500千円
　　（法人・個人：50千円×270件＝13,500千円）　　
　郵送料　50千円（＠94円×530件）
　振込手数料　50千円（＠100円×500件）
④国の「一時支援金」、北海道の「特別支援金」の受給を
受けた町内に本店を置く事業者（個人事業主含む。）

・令和３年４月２７日～令和４年１月３１日の期間で事業者より補助金
申請を受付
・令和４年３月８日までに事業者に支援金を交付
・交付件数：２４４事業者　１２，２００千円

・新型コロナウイルス感
染症の影響による売上
減少のため「一時支援
金」「月次支援金」「道特
別支援金」を受給した事
業者に一律５万円の支
援金を交付した。
・事業者への直接給付と
して国や北海道の支援
金と並行して実施するこ
とによる効果があった。

令和４年度も新型コロ
ナウイルス感染症の
影響により売上げが
減少する事業者を支
援していく。
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№ 補助/
単独

事業の区分
経済対策
との関係

事業名
【所管課】

事業期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要
①目的・効果　　　　②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）　　
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業の評価・効果検
証

今後の取組事業の実施状況

開始
R3.4

終了
R4.3

補助金 ＠        1,200,000 円 ×         1,200,000 円

        1,200,000 円

開始
R3.5

終了
R4.3

助成金 ＠             18,000 円 ×          28 × ＝            504,000 
助成金 ＠             15,800 円 ×          10 × ＝            158,000 
助成金 ＠             13,600 円 ×          13 × ＝            176,800 
助成金 ＠             12,500 円 ×            1 × ＝              12,500 
助成金 ＠               7,380 円 ×          14 × ＝            103,320 
助成金 ＠               7,000 円 ×            5 × ＝              35,000 
郵送料 ＠ 円 ＝                3,360 
振込手数料 ＠                    60 円 × 49 × 1.1 ＝                3,234 
折り込み手数料 ＠                      3 円 × 3880 × 1.1 ＝              12,804 

        1,009,018 円

開始

R3.4
終了

R3.6

バス事業者 ＠              300,000 円 ×            2 社 × 1 ＝            600,000 円
タクシー事業者 ＠             10,000 円 × 42 台 × 1 ＝            420,000 円

        1,020,000 円

開始
R3.4

終了
R4.3

＠             50,099 円 ×          36 日 × 1 ＝         1,803,564 円
＠             26,455 円 × 100 日 × 1 ＝         2,645,500 円

        4,449,064 円

(事業費の8/10以内)

合計

(交付決定送付)

合計

合計

合計

・令和３年６月から令和４年３月１５日までの期間で事業を実施

事業実施期間　令和3年4月～令和4年3月

9 単 通常事業

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

倶知安グルメ
スタンプラリー
事業補助事業
【観光商工課】

①新型コロナウイルスの影響をうける町内の店舗を応援
することを目的に、中心街活性化プロジェクト実行委員会
が実施する消費喚起事業に対し補助を行う。
スタンプラリー形式とすることにより複数店舗への来店に
つなげ、また、事業期間を長く設けることによりロングラン
での経済効果を見込むことが出来ることから本町として
事業費の一部を助成する。
②③事業補助金　1,200千円（補助対象経費の8/10）
　　　事業総額　1,500千円（スタンプカード、抽選景品等）
④中心街活性化プロジェクト実行委員会

・中心街活性化プロ
ジェクト実行委員会が
実施した飲食店をスタ
ンプラリー形式で巡る
事業に対し補助を行っ
た。
・スタンプラリー形式に
より複数店舗への来店
につなげ客足回復の
一助となった。

地元事業者が中心と
なって行う今回同様
の事業があった際に
は、町として事業効果
等を検証したうえで必
要に応じて支援を検
討する。

10 単 通常事業

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

町民ＰＣＲ検
査助成事業
【福祉医療課】

①新型コロナウイルス感染症を疑う症状のない町民が、新型コロ
ナウイルス感染症の診断のために受けたPCR検査及びTRC検査
（以下「PCR検査」という。）の費用の一部を助成することにより、
自由診療によるPCR検査を必要とする者への負担軽減、新型コロ
ナウイルス感染拡大の防止及び観光客や長期滞在者の受入体
制の充実を図るため。
②各医療機関のＰＣＲ検査費用から個人負担額15千円を差し引
いた額を助成する経費を交付対象経費とする。（事業実施期間中
1人2回まで。個人または事業者申請）
③ＰＣＲ検査費用助成金　5,304千円（当初17,952千円）
　医療機関１　（30,800円-15,000円）×440件＝6,952千円
　医療機関２　（22,000円-15,000円）×440件＝3,080千円
　医療機関３　（33,000円-15,000円）×440件＝7,920千円
　※各医療機関の検査実施可能数　5件/日×22日/月×4月＝
440件
　郵送料　37千円（交付決定通知@94円×約390件）
　振込手数料　39千円　（＠100円×390件）
　折込手数料　15千円（＠3.3円×4,500部）
④新型コロナウイルス感染症に関する行政検査の対象とならず、
町内医療機関でＰＣＲ検査を行う町民

・令和３年5月１日～令和４年３月３1日の対象期間中に検査したもの
を申請期限令和４年３月３１日までに個人または事業者より助成金交
付申請受付
・交付件数：個人　44件　・事業者　５件　　９９０千円

新型コロナウイルス感
染症を疑う症状のない
者が、自由診療による
PCR検査及びTRC検
査を必要とするときの
負担の軽減が図られ、
経済活動に早期に取り
組むことができた。

一定の効果はあった
が、別な支援が展開
されているため、本事
業は終了することとす
る。

11 単 通常事業

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

公共交通運行
継続支援金事
業
【総合政策課】

①新型コロナウイルス感染症拡大傾向が長期化する中、感染拡
大防止対策を講じながら通院や買物など町民生活のために必要
な公共交通の維持確保に努めている公共交通事業者を対象に、
運行継続支援金を支給する。
②感染症拡大防止対策の取組を実施している公共交通事業者に
支給する支援金を交付対象経費とする。
③倶知安町公共交通運行継続支援金　1,180千円
　生活路線バス事業者   ＠300千円×２事業者＝600千円
　タクシー事業者　＠10千円×58台（4事業者分）＝580千円
　 運輸局に登録されている車両１台につき10千円
④・道路運送法第３条第１号イの一般乗合旅客自動車運送事業
を営み、町内の営業キロ数が全路線延長の80パーセント以上で
ある路線を有する事業者
　・道路運送法第３条第１号ハの一般乗用旅客自動車運送業（障
害者等の運送に業務範囲を限定した許可を受けた福祉タクシー
業を除く。）を営み、町内に事業所を置くタクシー事業者及び倶知
安町高齢者ハイヤー（バス）利用助成券交付事業等の受託事業
者として本町と契約を締結している事業者

・事業実施期間：令和３年４月21日～令和３年６月30日【事業完了】
・交付件数：生活路線バス事業者　２事業者
　　　　　　　タクシー事業者　２事業者（42台）

新型コロナウイルス感
染症拡大傾向が長期
化する中、感染症予防
対策を講じながら公共
交通の維持確保に努
めている生活路線バス
事業者及びタクシー事
業者を支援すること
で、町民の「生活の足」
確保に寄与した。

コロナウイルス感染症
の動向を注視し、状況
に応じて公共交通維
持確保のための対策
を検討する。

12 単 通常事業

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

スクールバス
増便事業
【学校教育課】

①児童・生徒が安心して通学できるようにスクールバス
の乗車人数を減らし、感染及び感染拡大を予防する。
②座席空間を確保するため、スクールバスを増便するた
めの委託経費を交付対象経費とする。
（利用児童・生徒数　約50名）
③通学バス運行委託料　6,434千円
　　36日×＠50,099円（税込）+175日×＠26,455円（税込）
④倶知安町

車両台数を増加したこ
とで、1台に乗車する児
童生徒数が減少し、距
離が保たれたことによ
り、感染リスクが下が
り、児童生徒が安心し
て通学することができ
た。

新型コロナウイルスの
感染状況や、国・道の
動向を鑑みて現在は増
台対応を休止している
ものの、今後も感染拡
大防止の観点から、必
要に応じ同様の対策を
実施することで、児童
生徒の通学時の安全
安心を確保する。
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№ 補助/
単独

事業の区分
経済対策
との関係

事業名
【所管課】

事業期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要
①目的・効果　　　　②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）　　
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業の評価・効果検
証

今後の取組事業の実施状況

開始
R3.6

終了
R3.11

修学旅行 ＠        2,686,180 円 ×            1 式 × 1 ＝         2,686,180 円
宿泊研修 ＠           891,000 円 × 1 式 × 1 ＝            891,000 円
見学旅行 ＠           177,320 円 × 1 式 × 1 ＝            177,320 円

        3,754,500 円

開始
R3.6

終了
R3.12

タブレット端末 ＠                44,700 円 ×          40 × 1.1 ＝         1,966,800 円
タブレット端末カバーケー
ス ＠               1,700 円 × 1300 × 1.1 ＝         2,431,000 円

        4,397,800 円

開始
R3.4

終了
R3.5

飛沫感染予防対策パーテーション ＠             26,000 円 ×            6 台 × 1.1 ＝            171,600 円
業務用空気清浄
機

＠           225,000 円 × 2 台 × 1.1 ＝            495,000 円

           666,600 円

開始
R3.4

終了
R4.3

消耗品 ＠           3,165,418 円 ×            1 × 1 ＝         3,165,418 円
デジタル教科書 ＠           366,850 円 × 1 × 1 ＝            366,850 円
備品購入 ＠        1,158,039 円 × 1 × 1 ＝         1,158,039 円

        4,690,307 円

合計

合計

合計

合計

13 単 通常事業

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

小中学校旅行
事業バス増便
事業
【学校教育課】

①各小中学校が実施する修学旅行及び見学旅行について、
感染症対策のため、貸切バス乗車中は座席空間を確保し、
出来る限り乗車人数を減らすことにより、密を避け安全安心
な旅行事業の実現を目指す。
②旅行事業に係る貸切バスを増便するための借上料を交付
対象経費とする。
③貸切バス借上料　4,182千円
　修学旅行　2,991千円
　　（小学校4校　1,326千円、中学校1校　1,665千円）
　宿泊研修　891千円（中学校1校）
　見学旅行　178千円（中学校1校）
　旅行取消料　122千円（小学校１校）
④倶知安町

事業実施期間　東小学校7/6,7（修学旅行）　北陽小学校8/24,25
　　　　　　　　　　西小学校・樺山8/24,25（修学旅行）　倶知安小学校
10/12,13（修学旅行）
　　　　　　　　　　倶知安中学校10/27,28（宿泊研修）

各学校が新型コロナウ
イルス感染症対策を万
全に期すべく、バス内
の密を避けるためバス
を増便し、感染者を出
すことなく、安心安全な
旅行行事を実施するこ
とができた。
また、保護者負担の軽
減にもなり、事業効果
は大きかったと思われ
る。

次年度以降、新型コ
ロナ感染症の拡大状
況によるが、感染者
が一定程度確認され
る場合は児童生徒の
安全面や保護者負担
の軽減を鑑み、実施
も考えられる。

14 単 通常事業

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

小中学校感染
症による学習
保障対応情報
機器整備事業
【学校教育課】

①令和2年度より整備を進めているGIGAスク―ネットワーク
構想について、臨時休校などによる学習の遅れの保障や学
校運営の停滞を避けること、また感染症の拡大予防のため、
教員の在宅勤務等に備え、教職員用のタブレット端末を増大
する。併せて児童生徒のＩＣＴ環境の整備として、端末持ち帰
り学習（主に臨時休校等の臨時対応を中心）の際の端末保
護のため、カバーケースを購入する。
②教職員用タブレット端末及び児童生徒の端末付属備品（カ
バーケース）の購入費用を交付対象経費とする。
　（教職員122人のうち、Ｒ2年度に端末81台購入済）
③タブレット端末購入費　2,200千円
　　　＠55千円(税込)×40台分
　端末付属品（ケース）購入費　2,432千円　
　　　小学校：＠1,870円（税込）×891個＝1,667千円
　　　中学校：＠1,870円（税込）×409個＝765千円
④倶知安町

事業実施期間　R3.7.6～R3.9.17
タブレット端末　40台　　タブレットケース　1,300個

未配備となっていた一
部の教職員にタブレッ
トPCを配布することが
できた。
これにより、各教職員
がGIGAスクール構想
に本格的に取り組む環
境となった。
ケースはタブレットを持
ち帰ることが徐々に増
えてきており、安全に
持ち帰る環境を整える
ことができた。

GIGAスクール構想に
ついて、感染症予防
対策の観点からは、
一定程度の整備は完
了したと考えらえる。

15 単 通常事業

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

総合体育館に
おける感染予
防対策備品購
入事業
【社会教育課】

①新型コロナウイルス感染症の影響により、体育館の一部施
設において、混雑回避を目的に依然として利用時間の制限を
設けている状況であることから、今後施設を開放していくため
空気清浄機やパーテーション等の感染予防備品を購入し、安
心して利用するための環境を整備する。
②総合体育館トレーニング室における感染症対策用備品購
入に係る経費を交付対象経費とする。
③備品購入費　676千円
　　業務用空気清浄機　
　　　 ＠247,500円（税込）×2台＝495,000円
　　飛沫感染予防対策パーテーション　
　　　　6台分　181,000円（税込）
④倶知安町

・４月２８日　飛沫感染予防対策パーテーション納品
・５月７日　業務用空気清浄機納品
・７月１日　トレーニング室の午後・夜間の利用制限を解除

機器の設置により、ト
レーニング室内の感染
対策の強化が図られ
たとともに、これまで休
止していた午後・夜間
の開放を行う事ができ
た。

コロナ禍においては、
外出制限などで運動
の機会が減少される
ことから、引き続き感
染対策に細心の注意
を払いながら施設の
開放を行い、町民の
健康維持増進に寄与
する。

16 補 通常事業

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

学校保健特別
対策事業費補
助金
【学校教育課】

（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）
①感染症対策等を徹底しながら、児童生徒の学習保障をす
るための取組を行い、学校教育活動の円滑な運営及び継続
を図る。
②教育活動を継続するための感染症対策等や児童生徒の
学びの保障をするための取組に必要となる経費のうち、国庫
補助事業の地方負担分を交付対象経費とする。
③総事業費　5,200千円
　　　マスク等感染症対策消耗品　2,230,000円
　　　学びの保障に関する消耗品　1,060,000円
　　　デジタル教科書使用料　600,000円
　　　感染症対策及び学びの保障関係備品　1,310,000円
　補助対象経費　5,200千円・補助率　1/2
　　　国庫補助金額　2,600,000円
　　　地方負担額　 　2,600,000円
④倶知安町

・事業期間　R3.4月～R4.3月
　　　感染症対策・学びの充実（保障）・デジタル教科書等購入
・事業実績額　4,690,307円
　国庫補助額　2,345,000円
　交付金対象額　2,345,000円

感染症対策のため必
要となる消耗品や備品
を購入することがで
き、継続して対策にあ
たることができた。
デジタル教科書やICT
機器等の充実を図り、
児童生徒の学びの機
会を奪うことなく、充実
させることができた。

引き続き、R４年度も
感染症対策及び学び
の充実を図りながら、
児童生徒の安全や学
びの機会を充実させ
られるよう、消耗品・
備品の充実を図る。
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№ 補助/
単独

事業の区分
経済対策
との関係

事業名
【所管課】

事業期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要
①目的・効果　　　　②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）　　
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業の評価・効果検
証

今後の取組事業の実施状況

開始
R3.4

終了
R4.3

補助金 ＠  5,000,000 円 × ＝         5,000,000 円

        5,000,000 円

開始
R3.11

終了
R4.3

シーズン券補助金 ＠  10,100 円 ×     1,190 枚 ＝       12,019,000 円

      12,019,000 円

開始
R3.9

終了
R4.1

補助金 ＠           100,000 円 ×          93 × ＝         9,300,000 円
郵送料 ＠               7,077 円 ＝                7,077 円
振込手数料 ＠ 円 ＝                       - 円

        9,307,077 円
開始

R3.9
終了

R3.11

補助金 ＠             50,000 円 ×          24 × ＝         1,200,000 円
郵送料 ＠               2,184 円 ＝                2,184 円
振込手数料 ＠                  264 円 ＝                   264 円

        1,202,448 円

（プレミアム分）

合計

合計

(交付決定送付)

合計

(交付決定送付)

合計

・令和３年９月１４日～令和４年１月３１日の期間で事業者より補助金
申請を受付
・令和４年２月８日までに事業者に支援金を交付
・交付件数：９３事業者　9,300千円

17 単 通常事業
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

プレミアム商
品券発行拡大
補助事業
【観光商工課】

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大による消費活
動の落ち込みにより町内事業者への影響が続いているこ
とから、景気の後退への対策として、倶知安商店連合会
が例年実施しているプレミアム商品券事業の発行規模拡
大を支援（プレミアム分の補助）し、消費喚起を促す。
②発行額を60,000千円から90,000千円に拡大する分の額
面総額の2/12（プレミアム率20％）を補助する経費を交付
対象経費とする。
③プレミアム分補助：5,000千円
　　（30,000千円×2/12＝5,000,000円）
④倶知安商店連合会

・令和３年６月から令和４年３月までの期間で事業を実施
・７月販売分（28,000千円）、１１月販売予定（62,000千円）
　合計90,000千円
（うち、当初発行予定額60,000千円から発行規模拡大した30,000千円
分のプレミアム分5,000千円に交付金を充当）
・事務費相当分（商品券印刷・参加店舗負担手数料）1,980千円

・商店連合会が実施し
た２０％割増プレミアム
商品券発行事業に対
し補助を行った。
・コロナ対応として
30,000千円分を拡大発
行し、一層の消費喚起
が図られた。

本プレミアム商品券事
業については、コロナ
前から商店連合会で
実施しているものであ
り広く町民に定着して
いるものであることか
ら継続して補助を行っ
ていく。

18 単 通常事業

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

スノーリゾート
集客事業
【観光商工課】

①観光産業の中核となるスノーリゾートは、2021-22シー
ズンも新型コロナウイルス感染症の影響によりインバウ
ンドの回復は見込めず、事業者への影響は長期化の様
相となっており、域内集客とそれに伴う地域経済の活性
化を図るため、町内小中学生が町内のスキー場を利用
する経費を補助する。
②町内小中学生（約1,250人）にシーズンリフト券を交付す
る経費を交付対象経費とする。
③スノーリゾート集客事業補助金　12,625千円
　（シーズン券＠10,100円×1,250人＝12,625,000円）
④町内の小中学生（約1,250人）

・令和３年11月29日に町内小中学生に1,190枚のスキーシーズン券を
配付

・新型コロナウイルス感
染症により、昨年度に引
き続き、外国人観光客
の流入がない中にあっ
て、域内需要喚起となる
産業支援施策として行っ
ている。昨年度から継続
した取組となり、認知度
が上がっているとともに
地元の子供たちがス
キー場に足を運ぶことで
地域の産業を知る機会
にもなっている。

・新型コロナウイルスによる
経済への影響の回復は不
透明な状況にある。観光産
業の下支えの為、今後のコ
ロナの状況とインバウンドの
状況を分析しつつ、必要な
経済施策に取り組む。2022
年は、本町が「スキーの町
宣言」を行ってから50周年の
節目の年となり、小中学生
へのシーズン券配付は町技
であるスキー振興の意味か
らも継続して行っていく。

19 単
事業者
支援

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

倶知安町持続
化支援金事業
【観光商工課】

①長引く新型コロナウイルス感染症の影響により、国の月次
支援金の対象にならない町内の事業者の事業継続を支える
ことを目的として、事業全般に広く使える支援金を支給する。
②令和３年８月から10月までの期間で、前年または前々年同
月比で売上高が30％以上50％未満減少している町内に本店
を置く事業者（個人事業主含む）に支援金を支給するための
経費を交付対象経費とする。
③支援金：25,000千円　（100,000円×250事業者）
　 郵送料：21千円（＠84円×250事業者）
　 支援金振込手数料：25千円（＠100円×250事業者）
④町内に本店を置いている法人及び本町に住民登録が ある
個人事業主　　約250事業者

・国の月次支援金の対
象とならない売上が３
０％以上５０％未満減
少している事業者に対
して一律１０万円の支
援金を交付した。
・国の給付の対象とな
らないが一定の売上
減少が認められた事
業者の支援につながっ
た。

令和４年度も新型コロ
ナウイルス感染症の
影響により売上げが
減少する事業者を支
援していく。

20 単
事業者
支援

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

時短要請対象
飲食店等協力
金事業
【観光商工課】

①緊急事態宣言に伴い、北海道による営業時間短縮等の要
請対象となった施設を有する事業者で、元々20時までに営業
時間が終了するため、北海道からの緊急事態措置協力支援
金の支給対象とならない店舗に対し、町内における感染拡大
防止に寄与していることから協力金を支給し、事業継続を支
える。
②町内に本店を置く事業者が経営する緊急事態措置協力支
援金の支給対象とならない20時までに営業時間が終了する
店舗に協力金を支給する経費を交付対象経費とする。
③時短要請対象飲食店等協力金　2,500千円
　（＠50,000円×50事業者＝2,500,000円）
　郵送料　5千円（＠84円×50件）
　振込手数料　5千円（＠100円×50件）
④緊急事態措置協力支援金の支給対象とならない20時まで
に営業時間が終了する店舗を経営する町内に本店を置く事
業者

・令和３年９月１４日～令和３年１１月３０日の期間で事業者より補助金
申請を受付
・令和３年１２月７日までに事業者に協力金を交付
・交付件数：２４事業者　1,200千円

緊急事態宣言による
営業時間短縮等の要
請対象となった施設を
有する事業者で、北海
道からの緊急事態措
置協力支援金の対象
とならない事業者に対
し、協力金を支給する
ことで、町内における
感染拡大防止の意識
を高めるとともにその
事業継続に寄与した。

北海道に緊急事態措
置、まん延防止措置
に伴う時短要請が行
われる事態となった場
合については、今回
同様の支援の実施を
検討する。
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№ 補助/
単独

事業の区分
経済対策
との関係

事業名
【所管課】

事業期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要
①目的・効果　　　　②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）　　
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業の評価・効果検
証

今後の取組事業の実施状況

開始
R3.12

終了
R4.3

補助金 ＠                50,000 円 ×        197 × ＝         9,850,000 円
郵送料 ＠               6,132 円 ＝                6,132 円
手数料 ＠ 円 × × 1.1 ＝                       - 円

        9,856,132 円

開始
R3.12

終了
R4.3

スキー場支援金  2,600,000 円 ×  1 ＝         2,600,000 円
スキー場支援金  3,000,000 円 ×  1 ＝         3,000,000 円

        5,600,000 円

開始
R3.12

終了
R4.2

宿泊事業者支援
金

＠               2,000 円 ×   12,449 床 ＝       24,898,000 円

      24,898,000 円

開始
R3.12

終了
R4.3

消耗品 ＠              512,013 円 ×            1 × 1 ＝            512,013 円

           512,013 円

(交付決定送付)

合計

合計

合計

合計

・令和３年１２月１０日～令和４年３月１５日の期間で事業者より補助金
申請を受付
・令和４年３月３０日までに事業者に支援金を交付
・交付件数：１９７事業者　9,850千円

21 単
事業者
支援

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

倶知安町持続
化支援金B事
業
【観光商工課】

①長引く新型コロナウイルス感染症の影響により、国の月次
支援金の対象にならない町内の事業者の事業継続を支える
ことを目的として、事業全般に広く使える支援金を支給する。
②令和３年11月から令和４年１月までの期間で、前年または
前々年同月比で売上高が30％以上減少している町内に本店
を置く事業者（個人事業主含む）に支援金を支給するための
経費を交付対象経費とする。
③支援金：17,500千円　（50,000円×350事業者）
　 郵送料：30千円（＠84円×350事業者）
　 支援金振込手数料：35千円（＠100円×350事業者）
④町内に本店を置いている法人及び本町に住民登録が ある
個人事業主　　約350事業者

・令和３年１１月から令
和４年１月の期間中に売
上減少が３０％以上認
められる事業者に対して
一律５万円の支援金を
交付した。
・一定の売上減少が認
められた事業者の支援
につながった。

令和４年度も新型コロ
ナウイルス感染症の影
響により売上げが減少
する事業者を支援して
いく。

22 単
事業者
支援

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

スキー場新型
コロナウイル
ス感染症予防
対策強化支援
金事業
【観光商工課】

①冬季間における新型コロナウイルス感染防止のため、ス
キー場を営む事業者に対し、三密対策や感染防止策等をよ
り一層強化徹底し、世界一安全安心なスキー場づくりを実践
し、その対策をPRすることを目的として支援金を支給する。
②スキー場での感染予防の徹底のため、スキー場を営む事
業者（２事業者）に索道数に応じて予 防対策強化支援金を支
給するための経費を交付対象経費とする。
③スキー場新型コロナウイルス感染症予防対策強化支援金　
5,600千円
　　（索道数４～７つ　１事業者×2,600,000円）
　　（索道数８つ以上　１事業者×3,000,000円）
④スキー場を営む町内事業者（２事業者）

・令和３年12月15日に町内スキー場１社にスキー場新型コロナウイル
ス感染症予防対策強化支援金を交付決定（索道数４基）
・令和３年12月27日に町内スキー場１社にスキー場新型コロナウイル
ス感染症予防対策強化支援金を交付決定（索道数13基）

・新型コロナウイルス感染
症により、安全・安心な観
光のための受入環境整備
が必要となる中、感染症
対策経費の支援を行うこと
ができた。主たる観光資
源提供事業者である索道
事業者からは支援につい
て高評価を得ているほ
か、スキー場では消毒液
の設置や密の回避など適
切な感染症対策が行われ
ている。

・新型コロナウイルス感
染症の影響が長引き、コ
ロナ禍以前の生活に戻
れる時期が不透明な中、
安全・安心な受入環境整
備は観光地として必須事
項となってきている。今後
は、with（アフター）コロナ
における国際競争力強化
の潮流を鑑みながら、受
入環境整備に関する事
業者の下支えを図ってい
く。

23 単
事業者
支援

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

宿泊施設新型
コロナウイル
ス対策支援金
事業
【観光商工課】

①新型コロナウイルス感染症の拡大による世界的な移動の
制限と景況の悪化により多大な影響を受けている宿泊施設
を営む事業者の感染症対策を下支えするため支援金を支給
し、安心安全なスキー場づくりを目指す。
②町内宿泊施設に、感染症対策を下支えするため、収容可
能人数（定員数を上限）に応じて支援金を交付する経費を交
付対象経費とする。
③宿泊施設新型コロナウイルス対策支援金　27,000千円
　　（支援金＠2,000円×13,500床＝27,000,000円）
④町内宿泊施設（約100事業者）

・令和３年12月1日～令和４年２月28日の期間で宿泊事業者より宿泊
施設新型コロナウイルス対策支援金申請を受付。
令和４年３月16日までに事業者に支援金を交付。

・新型コロナウイルス感
染症により、安全・安心
な観光のための受入環
境整備が必要となる中、
感染症対策経費の支援
を行うことができた。町
内の宿泊施設では、消
毒液の設置など適切な
感染症対策が行われて
いる。

・新型コロナウイルス感
染症の影響が長引き、コ
ロナ禍以前の生活に戻
れる時期が不透明な中、
安全・安心な受入環境整
備は観光地として必須事
項となってきている。今後
は、with（アフター）コロナ
における国際競争力強化
の潮流を鑑みながら、受
入環境整備に関する事
業者の下支えを図ってい
く。

24 補 通常事業
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

学校保健特別
対策事業費補
助金
【学校教育課】

（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業：追加分）
①感染症対策等を徹底しながら、児童生徒の学習保障をす
るための取組を行い、学校教育活動の円滑な運営及び継続
を図る。
②教育活動を継続するための感染症対策等や児童生徒の
学びの保障をするための取組に必要となる経費のうち、国庫
補助事業の地方負担分を交付対象経費とする。
③総事業費　650千円
　消毒液等感染症対策消耗品　650,000円
　　　補助対象経費　650千円・補助率　1/2
　　　国庫補助金額　325,000円
　　　地方負担額　 　325,000円
④倶知安町

期間　R3.11月～R4.3月
　　　　感染症対策・学びの充実（保障）
・事業実績額　　 512,013円
　国庫補助額　　 256,000円
　交付金対象額　256,000円

感染症対策のため必
要となる消耗品やオン
ライン学習に向けた
ICT消耗品を購入し、
教育活動の継続に対
応することができた。

引き続き、R４年度も
感染症対策及び学び
の充実を図りながら、
児童生徒の安全や学
びの機会を充実させ
られるよう、消耗品・
備品の充実を図る。
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№ 補助/
単独

事業の区分
経済対策
との関係

事業名
【所管課】

事業期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要
①目的・効果　　　　②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）　　
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業の評価・効果検
証

今後の取組事業の実施状況

開始
R4.1

終了
R4.3

モバイルプリンタ購
入

＠                20,720 円 ×            2 × 1.1 ＝              45,584 円
タブレット等購入 ＠        1,849,500 円 × 1 × 1.1 ＝         2,034,450 円

        2,080,034 円

開始
R4.1

終了
R4.3

所得制限世帯分 ＠              100,000 円 ×        111 =       11,100,000 円

      11,100,000 円

開始
R3.4

終了
R4.3

消耗品費（クラブ） ＠           376,962 円 ×            1 ＝            376,962 円
消耗品費(子育て支援セン

ター)
＠           294,047 円 × 1 ＝            294,047 円

           671,009 円

開始
R3.4

終了
R4.3

GIGAサポ人件費 ＠        4,102,190 円 ×            1 × ＝         4,102,190 円

        4,102,190 円

合計

合計

合計

合計

＜モバイルプリンタ購入＞
・令和４年２月４日　随意契約締結
・令和４年２月４日　物品納品、検収

＜申請用タブレット、WEBカメラ、ポート拡張ユニット、カードリーダー購
入＞
・令和４年１月２４日　契約締結
・令和４年３月２２日　物品納品、検収

25 単 通常事業

③-Ⅲ-２．地
方を活性化

し、世界とつな
がる「デジタル
田園都市国家

構想」

マイナンバー
カード交付促
進事業
【住民環境課】

①自治体手続のオンライン化を始めとする利活用の場面が広
がっているマイナンバーカードについて、タブレットやモバイルプリ
ンタ等を購入し、申請処理の効率化、接触機会の低減、窓口の混
雑緩和、積極的な取得勧奨体制の構築を行い、リスクを低減させ
つつ更なる交付促進を図る。
②申請に特化したタブレット、WEBカメラ、地域へ出向いて申請受
付を行うためのモバイルプリンタ等を購入する経費を交付対象経
費とする。
③申請用タブレット　1,908千円
　　　＠635,800円×３台＝1,907,400円（税込）
　WEBカメラ　33千円
　　　＠11,000円×３台＝33,000円（税込）
　ポート拡張ユニット　41千円
　　　＠13,750円×３台＝41,250円（税込）
　カードリーダー　53千円
　　　＠17,600円×３台＝52,800円（税込）
　モバイルプリンタ　46千円
　　　＠22,792円×２台＝45,584円（税込）
④倶知安町

・モバイルプリンタの購入によ
り写真撮影サービスが実施
可能になり、申請の相談で来
庁した方の申請がその場で
完結するようになった。これに
より再来庁の手間がなくな
り、接触機会の低減を図れ
た。
・申請用タブレット購入により
オンライン申請にかかる時間
が大幅に短縮され、接触時
間低減による感染症拡大防
止の効果が期待できる。
・１人当たりにかかる時間が
大幅に短縮されたことで全体
として窓口の混雑緩和につな
がり、感染症拡大防止効果
が期待できる。
・申請にかかる時間が大幅に
短縮されたため、利用者の利
便性向上が図れた。

・今後、出張申請をはじ
めとするカード申請の
場面を増やし、購入機
器を利活用することで
申請数向上を図る。
・窓口での申請におい
ても積極的に購入機器
を利活用し、迅速な申
請に結びつけることで
利用者の利便性向上を
図る。
・申請における全ての
場面において処理時間
の短縮を実現し、接触
時間低減や窓口全体
の混雑緩和による感染
拡大防止を図る。

26 単 通常事業

③-Ⅲ-４．公
的部門におけ
る分配機能の

強化等

子育て世帯臨
時特別給付事
業（所得制限
世帯分）
【こども未来
課】

①新型コロナウイルス感染症が長期化しその影響が様々な
人々に及ぶ中、我が国の子どもたちを力強く支援し、その未
来を拓く観点から、国の子育て世帯への臨時給付事業の対
象とならない世帯に子ども１人当たり10万円を給付し、子育
て世帯の支援と公平性を図る。
②国の子育て世帯への臨時特別給事業で所得制限により対
象外となっている世帯に、高校生以下の子ども１人当たり10
万円を給付する経費を交付対象経費とする。
③新型コロナウイルス感染症対策支援金　10,000千円
　＠100,000円×100人＝10,000,000円
④国の制度では所得制限により対象とならない平成15年４月
２日から令和４年３月31日までに生まれた子どもを養育する
世帯で、令和３年９月30日から支給日まで町内に定住してい
る生計維持者

国の子育て世帯臨時特別給付金対象外の特例給付世帯に給付金を
支給
対象世帯　65世帯、対象児童　111人、に対し11,100千円を支給

国の制度により対象外
となっていた世帯に対
し、給付金を給付する
ことにより、町内の子
育て世帯に対して公平
性を期すことができ
た。また新型コロナウ
イルス感染症により影
響を受けた保護者に安
心感を与えることがで
きた。

今後も状況を確認し
ながら、子育て世帯に
対し安心感や公平性
が保てるよう必要に
応じて対応する。

27 補 通常事業

②-Ⅰ-４．知
見に基づく感
染防止対策の

徹底

子ども・子育
て支援交付金
【こども未来
課】

（新型コロナウイルス感染症対策支援事業）
①保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学し
ている児童に対し、授業の終了後等に小学校の余裕教室や
児童館において、感染症対策の徹底を図りながら、適切な遊
び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る。
②感染症対策の徹底を図りながら放課後児童クラブ（４か所）
の業務を継続的に実施していくために必要な消毒液、マスク
等の感染防止用の備品購入に要する経費を交付対象経費と
する。
③消毒液、マスク等の購入費用　700千円
　補助対象経費　700千円・補助率　1/3
　　　国庫補助金額   　233,000円
　　　都道府県負担額　233,000円
　　　地方負担額　 　　 234,000円
④倶知安町

感染対策のため、各放課後児童クラブ及び子育て支援センターに消
毒液やマスクなどの消耗品を購入
　事業実績額　　　　 671,009円
　国庫補助額　　　　 223,000円
　都道府県負担額　 223,000円
　交付金対象額　　　225,000円

感染症対策のため、消
毒液やマスクなどの消
耗品を購入し、放課後
児童クラブ、子育て支
援センターの運営に役
立たせることができ
た。

未だコロナ感染症が
落ち着きを見せてい
ないことから、引き続
き感染症対策のため
の消耗品等の購入を
行う。

28 補 通常事業
②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

公立学校情報
機器整備費補
助金
【学校教育課】

（GIGAスクールサポーター配置支援事業）
①児童生徒の学習機会の確保のため。
②GIGAスクール構想関連事業との連携による児童生徒
  や教員が学校・自宅で使うＩＣＴ環境の整備・運用経費
  等のうち、国庫補助事業の地方負担分を交付対象経費
　とする。　
③GIGAスクールサポータ－配置人件費等：2,399千円
　　人件費3,346,500円+消耗品150,000円）
　　＝3,496,500円
　国庫補助基準額　3,497,000円・補助率　1/2
　　国庫補助金額　1,748,000円
　　地方負担分　　 1,749,000円
 ④倶知安町

GIGAスクールサポーター1名を会計年度任用職員として任用

　事業実績額　　　　4,102,190円
　国庫補助額　　　　1,748,000円
　交付金対象額　　 1,749,000円
  補助対象外経費　　605,190円

本年度より本格運用とな
り、学校で様々なトラブ
ルがあったが、早急に対
応し、授業に支障をきた
すことはなかった。ま
た、コロナによる突発的
な学級閉鎖時でも使用
できるよう家庭向けの使
用マニュアルの作成な
ど学校や保護者・児童
生徒に寄り添った対応を
行った。

次年度は、全校で英
語教科の学習者用デ
ジタル教科書の使用
が開始され、さらに発
展した活用となるが、
新たに問題が発生す
ることも予想されるの
で対応できるよう準備
を行いたい。
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№ 補助/
単独

事業の区分
経済対策
との関係

事業名
【所管課】

事業期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要
①目的・効果　　　　②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）　　
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業の評価・効果検
証

今後の取組事業の実施状況

開始
R3.10

終了
R4.3

＠              440,000 円 × × 1.1 ＝            440,000 円

           440,000 円

開始
R3.4

終了
R4.3

＠           1,155,000 円 × × 1.1 ＝         1,155,000 円
円

＠        2,420,000 円 × × 1.1 ＝         2,420,000 円

        3,575,000 円

合計

合計

ロタウイルス予防接
種副本登録業務委
託料

健（検）診結果等の様式
の標準化整備事業費

健（検）診情報連携システ
ム整備事業費

29 補 通常事業
②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

疾病予防対策
事業費等補助
金
【福祉医療課】

（予防接種法に基づく定期接種（ロタウイルスワクチン）に係
るマイナンバー情報連携体制整備事業）
①令和3年6月のデータ標準レイアウト改正に伴い、令和2年
10月から定期接種化されたロタウイルスワクチンに係る予防
接種情報がマイナンバー情報連携可能となるため、システム
の改修を行う。
②予防接種台帳システム「健康かるて」の改修に要する経費
を交付対象経費とする。
③予防接種台帳システム「健康かるて」改修費
ロタウイルス予防接種副本登録業務委託料　110千円
　　国庫補助基準額　110,000円・補助率　2/3
　　国庫補助金額　73,000円
　　地方負担分　　 37,000円
④倶知安町

・令和３年1月27日ロタウイルス予防接種副本登録業務委託契約
・令和４年３月２２日予防接種台帳システム「健康かるて」のシステム改修
完了
・令和４年３月２５日検収
・事業実績額　  440,000円（委託料）
・補助基準額　  110,000円
・国庫補助額    　73,000円
・交付金対象額　 37,000円

・予防接種情報のマイナ
ンバー情報連携が可能
となり、市町村間で接種
記録など特定個人情報
を迅速かつ正確に授受
でき、かつ住民の利便
性向上につなげていくこ
とができた。

・予防接種を適切に実
施するため、対象者の
予防接種履歴を正確に
把握し管理していく。

30 補 通常事業
②-Ⅱ-１．デ
ジタル改革

疾病予防対策
事業費等補助
金
【福祉医療課】

（健（検）診結果の利活用に向けた情報標準化整備事業）
①健康診査情報の利活用を推進するため、特定健診・特定保健
指導のみならず、それ以外の健診・検診結果の記載様式につい
ても標準化を行い、転居時に市区町村間で引き継がれる仕組み
や、マイナポータル等を活用した個人の健診・検診結果情報を一
元的に確認できる仕組みを構築する。
②様式の標準化に係る整備（データ標準レイアウトの改版に伴う
健康管理システム「健康かるて」改修等）に必要な経費を交付対
象経費とする。
③健康管理システム「健康かるて」改修費　
北海道電子自治体共同運営協議会負担金　3,575千円
・健（検）診結果等の様式の標準化整備事業　1,155千円
　　国庫補助基準額　　568,000円・補助率　1/2
　　国庫補助金額　　　 284,000円
　　地方負担分　　 　　 284,000円
・健（検）診情報連携システム整備事業　2,420千円
　　国庫補助基準額　　1,190,000円・補助率　2/3
　　国庫補助金額　　　 　793,000円
　　地方負担分　　 　　    397,000円
④倶知安町

・３月末を以ってPHR拡大に向けたデータ標準化に係るパッケージ導入終
了。
・北海道自治体情報システム協議会負担金により、標準化整備事業費
1,155,000円、連携システム整備事業費2,420,000円支出。
・事業実績額　 　1,155,000円+2,420,000円＝3,575,000円（負担金）
・補助基準額　  　568,000円+1,190,000円＝1,758,000円
・国庫補助額    　284,000円+793,000円＝1,077,000円
・交付金対象額　 284,000円+397,000円＝681,000円

・PHR拡大に向け、新型
コロナワクチン接種に関
する情報や、医療機関
から提供される健診結
果等について、様式の
標準化に係る整備を進
めることができた。情報
連携により、住民の健康
増進につながる取組と
なった。

・検診などの結果につ
いて住民がワンストップ
で閲覧活用できること
で、健康状態を把握し、
適切な保健指導等を利
用出来るよう、情報連
携の整備をさらに進め
る。今後、新型コロナウ
イルスワクチンの接種
に関するもの、がん検
診等結果等の副本登
録について、順次進め
ていく。
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